
























ースにおける地元海産物の販売を継続しながら、 顧客アンケートを実施

し、 ニーズを活かした商品展開を目指す。

・漁協、 ホテル及び漁業者による伊王島体験ペーロン協力会は、 修学旅行

などの団体旅行を対象としたペーロン体験を提供する。 併せて、 体験漁

業· ボ ートダイビング等、 水産資源を活用したツアーの受入れについて

も検討し、受入体制が出来たものから順次着手し漁業外収入を確保する。

③ 漁場環境整備（生産力の向上）
・漁業者及び漁協は、公的支援事業を活用し、 関係機関の助言を仰ぎなが

ら、 地元ダイバー等と連携した食害生物（ウ ニ類）の除去に取り組み、

藻場の再生を図る。

・漁業者及び漁協は、 主力魚種であるイセエ9ビの資源保護に加え、 収益性
が高く、放流場所に定着しやすいクロアワビやクエ等の種苗放流を実施

し、 資源量の増大を目指す。

④ 後継者対策
・漁協は、 当地区における持続的な水産業の発展のため、 長崎市及び県の

支援制度を活用し新規漁業就業者の育成、 技術の向上に取組む。 また、

後継者が安心して漁業を継承するよう、収入向上のための取組をさらに

推進し魅力ある漁業と漁村の確立を目指す。

漁業コスト削減 ・船底、 プロペラ、 舵清掃を徹底し燃油消費量を削減する。
のための取組 ・減速走行の徹底により燃油消費量を削減する。

�← 

・漁業経営セ ー フティネットヘの加入を推進する。

活用する支援措 • 水産業強化支援事業（国）

置等 ・農山漁村地域整備交付金事業費（国）

・漁業経営セ ー フティネット構築事業（国）

•水産多面的機能発揮対策事業（国）

・離島漁業再生支援交付金（国）

・離島漁業新規就業者特別対策交付金（国）

•浜の活力再生プラン推進等支援事業（国）

・次代を担う漁業後継者育成事業（県）

•新水産業経営力強化事業（県）



(4) 関係機関との連携

長崎市、長崎県の指導、協力のもとに取組を推進する。

4 目標

(1) 所得目標

漁業所得の向上10%以上 基準年 平成27年度～平成29年度 3ヶ年平均：

漁業所得 万円
―-------------------ビー―----------------------------------------------------------------------------

目標年 平成35年度：

漁業所得 　　万円

(2) 上記の算出方法及びその妥当性

別添資料のとおり。

5 関連施策

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性

水 産業強 化 支援事 業 漁業所得や水産物流機能強化のための共同利用施設等の整備を行う。

（国）

農山漁村地域整備交付 漁業生産の拠点となる海岸施設の整備を行い、施設の長寿命化及び更

金事業費（国） 新コストの平準化と縮減を図る。

漁業経営セ ー フティネ 燃油高騰による漁業経費の増加に備えることにより、漁業経営の安定

ット構築事業（国） を図る。

水産多面的機能発揮対 ウニ駆除等による磯焼け対策を推進することにより、漁場環境の保全

策事業（国） を図る。

離島漁業再生 支援交付 小型イセエビの放流、イカ産卵場の造成等を実施し、離島（高島）地

金（国） 区における漁業所得の向上を図る。

離島漁 業新規就業者特 漁業後継者対策。

別対策交付金（国）

•浜の活力再生プラン推 浜プランの着実な実行を行うため、プランの見直しに関する活動を行

進等支援事業（国） う。






